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　県花巻空港事務所は８月31日付

で、条件付一般競争の花巻空港航

空灯火電力監視制御装置更新基本

設計業務と花巻空港滑走路すべり

摩擦係数測定調査業務委託の２件

を公告した。申請期限はいずれも

７日正午まで。入札締切は15日午

後５時までで、開札は翌16日を予

定している。（関連７面）

　花巻空港航空灯火電力監視制御

装置更新基本設計業務の対象地域

は花巻市葛地内。簡易総合評価落

札方式の対象業務。委託予定期間

は2022年３月11日まで。主な対象

機器は灯火運用卓、灯火監視操作

卓、ＬＣＤ卓、電力監視操作卓、

中央処理装置、論理制御盤、灯火

インターフェース盤、電力インタ

ーフェース盤、電流計測処理装置、

プリンタ、蓄電池盤、直流電源盤、

インバータ盤、大型表示装置とな

っている。

　業務内容は、資料収集・整理や

設計検討、設計図面作成、概算工

事費の算出、工程計画、現地調査、

照査－など。資料収集・整理では、

既存の航空灯火の完成図などの図

面、劣化診断報告書などの資料を

収集すること。また、就航機種、

運航方式、灯火運用方式、障害発

生個所・発生件数等に関連する資

料についても収集し、本業務の検

討基礎資料とすること。

　設計検討では、更新後の仕様に

ついて検討するとともに、更新に

伴う機器設置、撤去等を含めた施

工方法全体について検討を行うこ

と。なお、検討に当たっては施工

期間中も既設装置の運用を継続す

る必要があることに留意すること

としている。

　入札参加資格は、2020・21年度

の建設関連業務競争入札参加資格

者名簿の土木関係建設コンサルタ

ント（港湾および空港）に登録し

ていること。2011年４月１日以降

に、元請けとして航空灯火施設（受

変電および監視制御設備含む）に

関する設計業務の受注実績を有す

ること－など。

　花巻空港滑走路すべり摩擦係数

測定調査業務委託では、すべり摩

擦係数測定と、すべり摩擦係数評

価を行う。委託予定期間は120日

間。

　すべり摩擦係数測定調査は、滑

走路において片側３測線の平均を

求め、評価基準値により評価を行

い、対策実施の要否を判定するも

の。調査と評価に当たっては、「空

港土木施設設計要領（舗装設計編）

／国土交通省航空局」の最新資料

により行うこと。

　すべり摩擦係数測定業務では、

現地調査とマーキング、すべり摩

擦係数測定、すべり摩擦係数測定

データ整理を行う。すべり摩擦係

数測定では、ＳＦＴ測定装置（お

よび自動散水装置）を用いて、滑

走路を測定速度・時速95㌔で片側

３測線測定を行うもの。測定作業

は夜間としている。

　すべり摩擦係数評価業務では、

計画準備と資料収集整理、すべり

摩擦係数測定調査結果評価、報告

書作成を計画。すべり摩擦係数測

定調査結果評価では、測定調査に

より求めたデータから、滑走路を

３分割した地区ごとに、滑走路の

中心線の左右（Ｌ地区およびＲ地

区）別に整理した結果を、100㍍

単位で評価を行う。

　入札参加資格は、2020・21年度

の建設関連業務競争入札参加資格

者名簿の土木関係建設コンサルタ

ント（港湾および空港）に登録し

ていること。2011年４月１日以降

に、元請けとして空港滑走路にお

けるすべり摩擦係数業務の受注実

績を有すること－など。
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　今年も８月の九州から西日本を中心とした停滞前

線に伴う大雨をはじめとして自然災害が繰り返され

ています。犠牲になられた方々のご冥福をお祈りい

たしますとともに、被災された皆様には心からお見

舞いを申し上げます。

　2019年８月７日を第１回として連載を再スタート

した『技術士の目 ～いわてを見る』ですが、東日

本大震災から10年となる本年３月11日を経て去る８

月18日までの約２年間で予定の50回の連載を終える

ことができました。この間、建設、応用理学、森林、

農業、上下水道、環境、機械、電気電子の各部門の

県内に籍を置く技術士の皆さんから様々なテーマで

寄稿していただきました。技術士会岩手県支部長と

して、ご愛読いただきましたことに感謝を申し上げ

ますとともに、お読みいただいた皆様が科学技術や

公共事業、自然災害への対応などについて考える何

かしらのきっかけになっていれば嬉しく思います。

　このたび、50回を総括する形で『番外編』執筆の

お話を頂戴しましたが、各部門の技術士のお話を総

括するのは至難なこと、掲載予定日が９月１日とい

うことから「防災の日」に因んだ話題を提供し、今

回の連載を閉じさせていただきます。

1．関東大震災と東日本大震災からの復興計画

　「防災の日」は、ご承知のとおり1923年（大正12

年）９月１日に発生した関東大震災に由来するもの

です。そして、帝都復興院総裁として関東大震災か

らの復旧・復興を陣頭指揮したのが水沢出身の後藤

新平です。ちなみに、岩手県の東日本大震災津波か

らの復興基本計画の冒頭に知事による「策定に寄せ

て」が掲載されていますが、そこには「この復興計

画は、関東大震災後に帝都復興院を立ち上げた岩手

県出身の後藤新平先生が、徹底的な調査と緻密な分

析により、大胆な復興策を提案したことに倣い、（以

下、省略）」とあります。つまり、両大震災からの

復興のバックボーンには相通ずるものがあると言え

るのではないでしょうか。

２．「防災」から「防災・減災」へ

　「減災」は東日本大震災以前から一部の研究者な

どが提起していましたが、広く定着したのは東日本

大震災以降と言ってよいでしょう。東日本大震災の

被害状況を目の当たりにした多くの国民が、あらゆ

る規模・形態の自然災害を完全に防ぐというイメー

ジを持つ「防災」ではなく、ある程度の被害の発生

を想定した上でその被害を低減する「減災」の方が

現実的と感じるようになったのではないかと思われ

ます。

　例えば海岸防潮堤の高さの設定方法ですが、一連

の海岸や湾ごとに過去の津波の痕跡高さの記録を整

理し、国から示された基準に即して数十年から百数

十年に一度の頻度で発生する津波を設計対象津波群

としているのです。つまり、東日本大震災津波のよ

うな最大クラスの津波に対応した高さにはなってい

ないのです。この海岸防潮堤の高さの設定方法をは

じめとする災害対策の基準や考え方について、行政

は繰り返し発信し続け、住民は自らの命を守り・家

族や隣人を助けるための行動を常に意識することが

重要でしょう。

３．避難の重要性

　「避難」に関する最近の話題としては、避難勧告

を廃して避難指示に一本化した改正災害対策基本法

（あわせて「大雨・洪水警戒レベル」に関する指針

も改定）が本年５月20日に施行されています。「減災」

とした場合、当然に施設整備などのハード対策とあ

わせて、避難を軸としたソフト対策が一層重要にな

ります。最近よく耳にする、「自らの命は自らが守る」

とか「少しでも命が助かる可能が高い行動を」など

の言葉には嵐の中に放り出されたような響きがあっ

て少し違和感を覚えますが、避難行動の実践こそが

『防災・減災』の基本なのだろうと思います。

　以上、「防災の日」に思うところを述べさせていた

だきました。２年間のご愛読に深く感謝申し上げま

す。ありがとうございました。

　【お知らせ】　水曜日掲載の連載「技術士の目　

いわてを見る」は、本日が最終回となります。２年

間にわたってのご愛読ありがとうございました。

（本紙編集局）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　県企業局は８月31日付で、条件

付一般競争の柏台発電所コンクリ

ート構造物現況調査業務委託を公

告した。申請書は８日正午までに

提出すること。入札締切は15日午

後５時までで、開札は翌16日を予

定している。（関連７面）

　柏台発電所は、八幡平市松尾寄

木地内に位置。今回の業務では、

同局が管理する柏台発電所につい

て適切な維持管理を行うため、水

路工作物およびコンクリート構造

物について劣化等の変状を調査、

整理して、維持管理のための基礎

資料とすることが目的となってい

る。

　業務内容は、計画準備・資料調

査、現地調査、コンクリート強度

推定調査、中性化調査、調査結果

とりまとめ・評価、総合検討、報

告書作成などを予定。調査対象施

設は、水圧管路（橋台・橋脚・固

定台・マンホール部等）や発電所

建屋（半地下式）。

　現地調査では、対象となるコン

クリート構造物の劣化などの変状

を調査する。具体的な調査項目は

ひび割れ調査、たわみ・変形量調

査、継目損傷調査、その他変状調

査、付属施設調査－を予定。コン

クリート強度推定調査は、シュミ

ットハンマーにより強度を測定。

中性化調査は、ドリル法により中

性化深さを試験。総合検討では、

性能低下予測や対策工の必要性、

対策工（補修工事）の提案および

概算工事費の算出、今後の監理の

留意事項などを検討する。

　入札参加資格を見ると、2020・

21年度の建設関連業務競争入札参

加資格者名簿の土木関係建設コン

サルタント業務に登録され、電力

土木を申請業務としている者。20

11年４月１日以降に、元請けとし

て電力土木施設の劣化度調査また

は劣化度診断業務を受注した実績

を有すること－など。

　調査対象施設と試験個所数は次

の通り。対象施設に続き、①延長

②高さ③内幅④Ｃｏ強度推定調査

⑤中性化調査⑥備考

　▽水圧管路（橋台・橋脚・固定

台・マンホール部等）①－②－③

－④４カ所⑤４カ所⑥コンクリー

ト部（地表部）▽発電所建屋（半

地下式）①10.5ｍ②12.6ｍ③23.6ｍ

④４カ所⑤４カ所⑥ドラフト部等

抜水が必要な個所を除く

　大槌町は、町管理の大型カルバ

ート３基について長寿命化修繕計

画を策定した。これまでの「対症

療法的維持管理」から、損傷が大

きくなる前に修繕を行う「予防保

全型維持管理」へ移行することで、

事故の未然防止やコスト縮減、予

算の平準化に取り組むため策定し

たもの。計画期間は、2022年度か

ら31年度までの10年間となってい

る。

　町管理の大型カルバートは４月

現在で３基あり、建設後の平均経

過年数は約22年。いずれも建設後

50年未満だが、30年後には３基の

うち２基が建設後50年を超え、急

速な老朽化が懸念されている。こ

のため町では、戦略的な維持管理

を喫緊の課題とし、今後、施設の

点検を定期的に行いながら、計画

に基づき着実に対策を進めること

で、道路利用の安全・安心の確保

を図るとしている。

　対象となる大型カルバートは▽

古廟こ道橋（路線名：古廟線、延

長6.40㍍、幅員7.45㍍、1995年建

設）▽第二安渡こ道橋（路線名：

安渡21号線、延長6.70㍍、幅員8.5

0㍍、2017年建設）▽北田架道橋

（路線名：吉里吉里北田塚花線、

延長10.00㍍、幅員6.80㍍、1983年

建設）－の３基。交差施設は、い

ずれも三陸鉄道リアス線。

　計画では、定期点検は５年に１

回の頻度で実施。次回の定期点検

までの期間に想定される大型カル

バート施設の状態の変化も考慮し

て健全性の診断を行い、その後の

措置（修繕、更新、監視など）に

必要な情報を取得する。５年に１

回の定期点検に加え、通常巡回、

日常点検なども実施するとしてい

る。

　定期点検では、健全性の診断と

して診断内容を、Ⅰ健全（構造物

の機能に支障が生じていない状

態）、Ⅱ予防保全段階（構造物の機

能に支障が生じていないが、予防

保全の観点から措置を講ずること

が望ましい状態）、Ⅲ早期措置段階

（構造物の機能に支障が生じる可

能性があり、早期に措置を講ずべ

き状態）、Ⅳ緊急措置段階（構造物

の機能に支障が生じている、また

は生じる可能性が著しく高く、緊

急に措置を講ずべき状態）の四つ

の区分に分類。計画期間の維持管

理基準としては、判定区分Ⅳまた

はⅢの施設について、次回点検ま

でに措置率100％を目指す方針

だ。判定区分Ⅱ以上と判断された

時点で計画的に対策を講じるとし

ている。

　措置の基本方針では、大型カル

バートはコンクリート部材のため

計画的な修繕による延命が見込ま

れることから、基本的に修繕によ

る措置を検討していくことなどを

盛り込んでいる。


